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Ⅰ 連結 財務書類４表 

 

Ⅰ-１ 連   結  

Ⅰ-１-１ 連結財務書類とは？ 

普通会計のほか、国民健康保険や介護保険、簡易水道などの特別会計や、五島市

が加入している一部事務組合・広域連合、出資している第三セクターなど、市と

連携して市民サービスを実施している関係団体を連結し、一つの行政サービスの

実施主体とみなして作成する財務書類です。 

 

Ⅰ-１-２ 連結対象団体 

2６年度の五島市の全会計は、普通会計（5 会計）と公営事業会計（９会計）を

あわせた 1４会計があります。また、連結対象となる団体は、一部事務組合・広

域連合（2 法人）と第三セクター（5 法人）をあわせた 7 団体です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

連   結 

五島市全会計 連結対象団体 

普通会計 
○一般会計 

○特別会計 

①診療所事業特別会計 

②大浜財産区特別会計 

③本山財産区特別会計 

④土地取得事業特別会計 

公営事業会計 
○特別会計 

 ①国民健康保険事業特別会計 

 ②介護保険事業特別会計 

 ③後期高齢者医療特別会計 

 ④簡易水道事業特別会計 

 ⑤下水道事業特別会計 

 ⑥公設小売市場事業特別会計 

 ⑦交通船事業特別会計 

 ⑧港湾整備事業特別会計 

○公営企業会計 

 ①水道事業会計 

一部事務組合・広域連合 

①市町村総合事務組合 

②後期高齢者医療広域連合 

第三セクター 

①㈲岐宿農研 

②㈱五島岐宿風力発電研究所 

③五島風力発電㈱ 

④嵯峨島旅客船㈲ 

⑤下五島農林総合開発公社 
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Ⅰ-２ 連結貸借対照表  

 

Ⅰ-２-1 連結貸借対照表の概要 

2６年度末の連結対象団体を含めた五島市全体の「資産」は、1,810 億 7,259

万円（市民 1 人あたり 4６3 万円）となっています。 

この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担

した「純資産」が 1,339 億 7,259 万円（市民 1 人あたり 343 万円）、将来世代の負担

である「負債」は 470 億 9,647 万円（市民 1 人あたり 120 万円）であり、「負債」と

「純資産」の割合は３：７となっています。 

 

※金額はいずれも集計単位での四捨五入のため、合計があわないことがあります。 

 

H27.3.31住民基本台帳人口 39,117 人

（単位：千円）

市民1人あたり 市民1人あたり

１　公共資産 160,039,681 4,091 １　固定負債 40,667,183 1,040

159,924,611 4,088 37,613,369 962

22,036 1 240,005 6

93,034 2 107,001 3

2,700,996 69

5,812 0

２　投資等 11,710,300 300

124,589 3 ２　流動負債 6,429,282 164

523,000 14 4,056,801 104

8,287,903 212 57,000 1

2,774,808 71 117,586 3

0 0 0 0

0 0 292,093 7

1,905,802 49

負 債 合 計 47,096,465 1,204

３　流動資産 9,320,894 238 市民1人あたり

9,056,382 232 １ 公共資産等整備国県補助金等 62,297,149 1,593

253,907 6 ２ 公共資産等整備一般財源等 78,235,157 2,000

0 0 ３ 他団体及び民間出資分 14,740 0

10,605 0 ４ その他一般財源等 △ 6,628,596 △ 169

0 0 ５ 資産評価差額 57,676 1

４　繰延勘定 1,716 0

純 資 産 合 計 133,976,126 3,425

資 産 合 計 181,072,591 4,629 負債・純資産合計 181,072,591 4,629

（5）回収不能見込額

（1）地方公共団体

（2）関係団体

（3）長期未払金

（4）引当金

（5）その他

（1）資金

（2）未収金

（3）販売用不動産

（4）その他

（3）基金等

（4）長期延滞債権

（5）その他

（6）回収不能見込額

【純資産の部】

【資産の部】 【負債の部】

（2）貸付金

（5）賞与引当金

（6）その他

（1）翌年度償還予定地方債

（2）短期借入金

（3）未払金

（4）翌年度支払予定退職手当

連　結　貸　借　対　照　表
（平成27年3月31日現在）

（1）有形固定資産

（2）無形固定資産

（3）売却可能資産

（1）投資及び出資金
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Ⅰ-３ 連結行政コスト計算書  

 

Ⅰ-３-１ 連結行政コスト計算書の概要 

 26 年度の連結対象団体を含めた五島市全体の「経常行政コスト」は 445 億

2,234 万円（市民 1 人あたり 114 万円）となっています。 

 対して、連結対象団体を含めた五島市全体の「経常収益」は 108 億 6,679

万円（市民 1 人あたり 28 万円）です。 

「経常行政コスト」から「経常収益」を差し引いた「純経常行政コスト」は、五

島市全体で 336 億 5,556 万円（市民 1 人あたり 86 万円）となっています。 
 

39,117 人
（単位：千円）

金　　　額 (市民1人あたり) （構成比率）

44,522,343 1,138 100.0%

4,938,225 126 11.1%
（1）人件費 5,198,203 133 11.7%
（2）退職手当引当金繰入等 △ 552,071 △ 14 -1.2%
（3）賞与引当金繰入額 292,093 7 0.8%

11,920,434 305 26.8%
（1）物件費 4,817,395 123 10.8%
（2）維持補修費 180,309 5 0.4%
（3）減価償却費 6,922,730 177 15.5%

26,641,732 681 59.8%
（1）社会保障給付 20,490,867 524 46.0%
（2）補助金等 3,379,000 86 7.6%
（3）他会計等への支出額 1,738,748 45 3.9%
（4）他団体への 1,033,117 26 2.3%
　　公共資産整備補助金等

1,021,952 26 2.3%
（1）支払利息 577,024 15 1.2%
（2）回収不能見込計上額 81,281 2 0.2%
（3）その他行政コスト 363,647 9 0.8%

10,866,786 278 24.4%

１ 使用料・手数料 307,623 8 0.7%
２ 分担金・負担金・寄附金 6,981,973 179 15.7%
３ 保険料 2,200,379 56 4.9%
４ 事業収益 1,246,879 32 2.9%
５ その他特定行政サービス収入 129,932 3 0.3%
６ 他会計補助金等 0 0 0.0%

33,655,557 860

連結行政コスト計算書
　　　　　　　　　　　　　自　平成２6年４月　１日
　　　　　　　　　　　　　至　平成２7年３月３１日

１．人にかかるコスト

経 常 収 益 ｂ

４．その他のコスト

３．移転支出的なコスト

（差引）純経常行政コストａ－ｂ

２．物にかかるコスト

　　　　　　平成２7年３月３１日住民基本台帳人口

経 常 行 政 コ ス ト ａ
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Ⅰ-４ 連結純資産変動計算書  

 

 Ⅰ-４-１ 連結純資産変動計算書の概要 

 26 年度の連結対象団体を含めた五島市全体の「純経常行政コスト」336 億

5,556 万円に対して、地方税や地方交付税などの一般財源が 198 億 4,214 万

円、補助金等が 140 億 1,494 万円あり、公共資産除売却損益など臨時的な要

因による財源が 3,862 万円、資産評価替による財源が 940 万円、無償受贈資

産受入が 3,358 万円、その他 1 億 5,287 万円の増となっており、合計で 8,105

万円の財源超過となりました。 

 この結果、期首に 1,358 億 5,946 万円であった純資産残高が、期末では 1,35

９億 4,051 万円となりました。 

 

 

純資産合計

期首純資産残高 135,865,002

純経常行政コスト △ 33,655,557

一般財源 19,446,413

地方税 3,395,677
地方交付税 14,957,956
その他行政コスト充当財源 1,092,780

補助金等受入 14,917,638

臨時損益 11,753 △ 1,888,876

災害復旧事業費 △ 27,350
公共資産除売却損益 39,103
投資損益

資産評価替えによる変動額 2,129

無償受贈資産受入 0

その他 △ 2,611,252

期末純資産残高 133,976,126

連結純資産変動計算書
自　平成２6年４月　１日
至　平成２7年３月３１日

（単位：千円）
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Ⅰ-５ 連結資金収支計算書  

 

 1-５-１ 連結資金収支計算書の概要 

 26 年度の連結対象団体を含めた五島市全体の「経常的収支の部」で生じた収

支余剰（黒字）74 億 2,574 万円で、「公共資産整備収支の部」の収支不足額（赤

字）13 億 1,271 万円と「投資・財務的収支の部」の収支不足額（赤字）55 億

8,448 万円を補てんしています。 

 「経常的収支の部」の黒字が、「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収

支の部」の収支不足額の合計より大きいため、期首に 83 億 2,312 万円あった

資金が、期末では 5 億 2,877 万円増加し、88 億 5,189 万円となっています。 

 

収　　入 支　　出
収　　入 支　　出 3,800,273千円 5,363,762千円

・国県補助金等 ・公共資産整備支出
・地方債発行額 ・公共資産整備補助金等
・長期借入金借入額 　支出
・基金取崩額 ・第三セクター等公共資産
・その他収入 　整備支出

・地方税 ・人件費
・地方交付税 ・物件費
・国県補助金等 ・社会保障給付
・使用料、手数料 ・補助金等
・分担金、負担金等 ・支払利息
・保険料 ・その他支出
・事業収入
・諸収入
・地方債発行額
・長期借入金借入額
・短期借入金増加額
・基金取崩額 ・国県補助金等 ・投資及び出資金
・その他収入 ・貸付金回収額 ・貸付金

・基金取崩額 ・基金積立金
・地方債発行額 ・定額運用基金への繰出
・公共資産等売却収入 　支出
・その他収入 ・地方債償還額

・長期借入金返済額
・短期借入金減少額
・その他支出

翌年度繰上充用金増減額　④ ①-（②+③）+④
-514千円 193,447千円

連 結 資 金 収 支 計 算 書
自　平成２6年４月　１日

至　平成２7年３月３１日

1,217,832千円 6,513,334千円

収　　入 支　　出

経常的収支の部 公共資産整備収支の部

投資・財務的収支の部

収支不足　②

44,389,124千円 37,336,172千円

収支余剰　①

期首歳計現金残高 期末歳計現金残高

8,862,935千円 9,056,382千円

収支不足　③
7,052,952千円

5,295,502千円

1,563,489千円

 

 


